
（単位：千円）
金　　　額 金　　　額

流動資産 3,990,306 流動負債 16,896,523

現金及び預金 1,713,265 9,071,805

未収運賃 665,785 5,338,330

未収金 29,725 リース債務 7,612

未収収益 93,102 預り連絡運賃 22,137

有価証券 1,300,000 未払金 1,033,830

商品 116 未払費用 633,952

貯蔵品 6,596 未払法人税等 112,044

前払費用 112,868 未払消費税等 46,076

その他の流動資産 68,846 預り金 11,631

前受運賃 563,710

前受収益 9,400

固定資産 221,396,189 賞与引当金 44,326

鉄道事業固定資産 218,279,658 その他の流動負債 1,663

有形固定資産 110,987,831

土地 4,831,746

建物 5,401,104 固定負債 169,681,514

構築物 96,779,552 長期借入金 81,701,650

車両 2,842,695 長期未払金 84,427,162

機械装置 939,304 リース債務 6,017

工具器具備品 188,326 長期預り金 3,282,050

リース資産 5,100 退職給付引当金 38,463

無形固定資産 107,291,826 車両修繕引当金 205,786

電話加入権 4,045 その他の固定負債 20,382

相互直通施設利用権 54,085,552 186,578,037

施設利用権 25,049,227

借地権 27,796,097 株主資本 38,808,457

ソフトウエア 347,990 資本金 50,719,000

リース資産 8,913 利益剰余金 △ 11,910,542

　その他利益剰余金 △ 11,910,542

建設仮勘定 2,940,927 　　繰越利益剰余金 △ 11,910,542

投資その他の資産 175,603

出資金 10

長期前払費用 175,593

38,808,457

225,386,495 225,386,495

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

1年以内返済予定長期借入金

1年以内返済予定長期未払金

負　債　合　計

（純　資　産　の　部）

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債及び純資産合計

貸　借　対　照　表
平成26年3月31日現在

科　　　目 科　　　目

（資　産　の　部） （負　債　の　部）



（単位：千円）

鉄道事業営業損益

営業収益

(1)旅客運輸収入 9,826,381

(2)鉄道線路使用料収入 60,605

(3)駅施設貸付収入 255,961

(4)運輸雑収 1,135,028 11,277,976

営業費

(1)運送費 3,773,214

(2)一般管理費 251,298

(3)諸税 391,569

(4)減価償却費 5,248,882 9,664,965

営業利益 1,613,011

営業外収益

受取利息 462

有価証券利息 791

雑収入 1,621 2,875

営業外費用

支払利息 1,855,741

借入手数料 103,716

雑支出 0 1,959,458

経常損失 343,571

特別利益

補助金収入 13,229

受取補償金 775,975

固定資産受贈益 7,699 796,905

特別損失

固定資産圧縮額 13,229 13,229

税引前当期純利益 440,104

法人税、住民税及び事業税 48,072

当期純利益 392,032
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

損　　益　　計　　算　　書
自　　平成25年4月 1日
至　　平成26年3月31日

科　　　　目 金　　　　　　額



個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっている。 

 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法によっている。（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定） 

 

（３）固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法 

ア 有形固定資産の減価償却は、定額法によっている。また、有形固定資産の

うち取替資産については取替法を採用している。 

イ 無形固定資産の減価償却は、定額法によっている。 

 

（４）リース資産の減価償却の方法 

所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。 

 

（５）引当金の計上基準 

ア 賞与引当金は、従業員への賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の 

うち当事業年度に対応する額を計上している。 

イ 退職給付引当金は、従業員への退職金の支給に備えるため、退職金規程 

による自己都合退職金期末要支給額を計上している。 

ウ 車両修繕引当金は、「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」（平成 13 年

12 月 25 日 国土交通省令第 151 号）第 90 条の定めによる車両の重要部検

査及び全般検査の費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額の内、当事

業年度末までに発生していると見込まれる額を引当計上している。 

 

（６）支払利息の計上の方法 

鉄道建設工事に要した資金に対する支払利息で使用開始前に生じたものは建設

仮勘定に計上している。 

 

（７）補助金等の圧縮記帳 

当社は、横浜市等より工事費等の一部として補助金・負担金を受けているため、 

この補助金等に相当する金額を、鉄道事業固定資産の取得価額及び建設仮勘定

から直接減額している。 

なお、損益計算書においては、補助金等受入額を特別利益に計上するととも 

に、鉄道事業固定資産の取得価額及び建設仮勘定から直接減額した額を固定 

資産圧縮額として特別損失に計上している。 



 

（８）その他計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２. 貸借対照表関係 

 （１）有形固定資産の減価償却累計額は、 26,239,318千円である。 

 

 （２）固定資産から直接減額した圧縮額 

ア 当期圧縮額 

補助金収入に係る固定資産圧縮額       13,229千円 

 

イ 圧縮累計額 

             104,339,187千円 

 

 

 （３）担保資産及び担保付債務 

          ア 担保資産  鉄道財団 

      土地                           671,569千円 

      建物                                     4,261,200千円 

      構築物                                  93,807,713千円 

      車両                                     2,842,695千円 

      機械装置                                  897,968千円 

      無形固定資産                            27,183,611千円 

      その他                                   3,129,047千円 

                  計                132,793,805千円 

 

      イ 担保付債務 

       一年以内返済の長期借入金            3,402,980千円 

       長期借入金                            20,030,890千円 

       一年以内返済の長期未払金             5,338,330千円 

       長期未払金                   84,427,162千円 

          計                     113,199,363千円 

 

３. 損益計算書関係 

該当事項なし。 

 

４. 株主資本等変動計算書関係 

（1）発行済株式の数 

  1,014,380株 

  （内訳） 

  普通株式   556,440株   後配株式    457,940株 



（2）自己株式の数 

  該当事項なし。 

 

（3）剰余金の配当 

  配当を行っていない。 

 

（4）新株予約権 

  該当事項なし。 

 

５. 税効果会計 

  繰延税金資産                                          

  賞与引当金                15,771千円 

  退職給付引当金                          13,685千円 

  車両修繕引当金                          73,218千円 

  未払事業税                              25,680千円 

  賞与に係る社会保険料           2,468千円 

  繰越欠損金                        2,403,563千円 

  繰延税金資産小計                        2,534,387千円 

  評価性引当額                        △  2,534,387千円 

  繰延税金資産合計                               －     

 

６. 金融商品関係 

（1）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金調達については、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構と

の割賦債務契約および金融機関と横浜市からの借入によっている。 

借入金の使途は鉄道施設等の設備資金（借換を含む）であり、有利子借入および

無利子借入がある。 

 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

平成 26年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は次の通りである。 

(単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

ア 有価証券 

イ 長期未払金 

ウ 長期借入金 

1,300,000 

89,765,493 

90,773,455 

1,300,000 

89,765,493 

76,817,665 

－ 

－ 

13,955,789 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

ア 有価証券 

  有価証券は国内譲渡性預金であり、短期に決済されるため、時価は帳簿価額と 

近似することから、当該帳簿価額によっている。 

 



イ 長期未払金 

      独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に対する割賦債務であるが、変 

動金利を採用しているため、時価は帳簿価額と近似していると考えられ、当該 

帳簿価額によっている。なお、長期未払金のうち「１年以内返済予定長期未払 

金」は、「長期未払金」に含めて時価を表示している。 

   ウ 長期借入金 

元利金の合計額を新規借入した場合に想定される利率で割引いて算定する方法

によっている。変動金利による長期借入金は、時価が帳簿価額と近似していると

考えられるため、当該帳簿価額によっている。なお、1年以内返済予定の長期借入

金は、長期借入金に含めて時価を表示している。 

 

７. 関連当事者との取引 

（単位：千円） 

属性 会社等の名称 住所 資本金又は出資金 事業内容 議決権等の所有（被所有）割合 

主要株主 横浜市 横浜市中区 － 地方行政 被所有 63.48％ 

 

関係内容 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

役員の兼任等 事業上の関係 

兼任 2人 

※1 

当社事業もそ

の一部となる

みなとみらい

21 事業の推

進者 

営業取引 運輸雑収 

 

営業費 

46,416 

 

44,285 

 

未収金 

未払金 

未払費用 

5,644 

568 

1,614 

 

営業取引 

以外の 

取引 

無利子借入金 

補助金 

利子補給※2 

損失被補償※3 

2,728,858 

4,959 

308,381 

63,148,895 

 

 

長期借入金 

未払金 

 

  － 

27,624,560 

5,664 

 

   －  

   

 

※1 横浜市の都市整備局長 平原敏英氏、交通局長 二見良之氏が非常勤取締役に就任している。 

※2 利子補給額 308,381千円は、当該支払利息と相殺しているため、損益計算書には計上されていない。 

※3 当社の借入金の一部は、横浜市の損失補償の対象となっている。なお、当社はこれに伴う手数料の支

払いは行っていない。 

 

8. 1株当たり情報に関する注記 

  (1) 1株当たり純資産額               38,258円 

 

 (2) 1株当たり当期純利益                    386.47円 

 

※ 1株当たり当期純利益の算定上の基礎は次の通りである。 

損益計算書上の当期純利益             392,032千円 

 



普通株式（普通株式と同等の株式を含む）の期中平均株式数 

1,014,380株 

 

9. 重要な後発事象 

該当事項なし。 
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